
長崎県　砂防室主任

長崎市　総務部次長

災害復旧のため日夜懸命に努めた，反lfli，こ

の災害は多くの教訓を残した。死者の九割近

くががけ崩れに 匕石流等の土砂崩壊によるも

ので，① 急傾斜地崩壊及び上石流の防Ill対

策　② 気象情報，被災状況等の帖報の収集

及び伝達，並びに情報の迅速正確性 ③ 避

藾の勧告，指示誘導 ④ 住民の避弸体制の

確立　⑤ 住民への防災意,瀛の啓蒙　⑥ 災害

iII(後における応急対策等，市民・行政が一体

となった|坊災都市づくりが大りJであることを

教えてくれた。

長崎県下には，土石流危険渓流が2,997 簡

所あり，これを完令に整備することはむずか

しいといわざるを得ない。

人Ｉ　土石流予驚縦斐置の設置状況

長崎における土石流予警報システム

１　システム導入の契機

長崎人水害，それは悪夢のような出求事で

あっだ，７月|（川 から2011 までの間に平均値

の6.0･|俳という576 ミリの曲が降り，中２日

おいた2311 は･1･17ミリの由が降り，特に19時

から20時 までの 凵|n1」には］日.5 ミリ（長与

町で郎7 ミリ厂という,沮 喰 許 釧 に

兒衂われ，あっという闘に発生した急簡斜地

の崩壊．土石流などで．死者・行方不明 者

299 人という未曾右の陂占を蒙,．た ．

行政?1卩･ljとしては，これら陂害者の救出と

ll石 流j リ? 詼装 置II!!I爿.･a地卜く）

＠特集　自然災害と情報収集システム

森　下　怛　行

中　村　　　進

Ｎ式：日本無線( 株) Ｔ式：(株)拓和

なお，長崎県は，土石流予驚報設世事業を行なう

iiiiw村に対し，上石流予驚報装置設Ｋ事業補助金

を交付しており, 袖助率は,経賞の
士
としている。



長崎rli

図１　土石流予幹報装置の設置位置図

そこで，これらのものを解消する手段とし

て，① 防災行政無線の導人，② 気象情報把

握のためのファクシミリ導人，③ 自記町;i;:

計の設置，① アマチュア無線の活用等のほ

か，危険を地域住民に知らせ，避難体制を図

髱陽
心池

へ8.5W

るため上石流予讐報装世を昭和58年度から設

雌することとし，図１のとおり現在29台を県

下７地域に設置している。

２　システムの概要

土石流予警報装置は，図２のとおり転倒マ

- ８ －
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図２　上石流予欝報システム
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ス型雨il::計から降雨１ミリ毎に出力されるパ

ルスを入力するようになっている。さらにこ

のほかに貯留槽により降雨１ミリ単位で計測

し,記憶していくもののついているのもある。

この設備を設置し有効に利用するために過

去の降雨記録，土石澁発生事例等の資料を詳

細に解析し，降雨状況と土石流発生の相関関

係を基に基準を定めて，これをあらかじめ装

図３　土石流予驚報実績図（鴫滝印

昭和60年６川28日１時58分～６月28H20 時24分

９ －



置にプログラムしており，有効雨量強度と実

効爾量等を時々刻々演算し，設定された基準

を越えると，それぞれ驚戒勧告又は避難勧告

の情報を発し。市民に注意又は避雌を自動的

に知らせると同時に，内部の小型プリンタに

よって，雨量データの記録，動作状況の記録

を行うようになっている。

予警報装置からの出力情報は

ア　警戒勧告（注意報一避難の準備が必要

な雨郊:に達したことを知らせる情報）

イ　避難勧告（讐戒報一避州すべき爾量に

達したことを知らせる警報）

の２種があり，土石流が起ると判|折される降

雨ラインから30 分前に避難劭告報を， また，

|･かI　 上 行流J ？? Ⅲ 斐i;.Illから の 出 力 例

－10 －
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μ15　土石流予警報作動時の連絡体制

その30 分前に幹戚勧告報を発報するように　　会へ防災行政無線又は有線竃話で連絡し，注

なっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　 意又は避難を呼びかけると共に消防職員が現

住民への通報は，Ｔ式については一般加入　　地へ常駐し，警戒に当たるようにしている。

電話回線を迦じてあらかじめ設定された迦報　　また設置自治会はそれぞれ有線放送設備その

先へ，決められた言葉で讐報を伝達する。迦　　他の方法で住民 へ周知するようにしている

報先が応答しない場合は，再度呼出しを行う　　（図５）。

ようになっており，Ｎ式については，竃子サ　　４　最近の災害時の運用事例

イレン音と，音声自動放送の組合せにより，　　　 長崎地方は６月71 ］から梅雨期に入ってい

数回繰返し放送を行うようになっている（図　　た。６月27 口午前11時35 分大爾洪水注意報が

２）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 発令され，市は直ちに警戒体制をとり災害の

図３は，昭和60年６月281」の梅爾前線によ　　警戒にあたった。

る降雨時の長崎市鵈滝J.jの実績である。　　　　　 同日23時40分「大雨洪水警報」が発令され

また，|ﾇＭ はその時の時問雨量と累加爾量　　 たので，直ちに警戒本部に切替え，関係機関

およ び装 置からの出力リ スト，

発報 に至る までのⅢ:Iり|隸||経 過

を示 している。

３　 防 災機関 との関係

土石流予警報装置が発報し た

場 合（長崎市の場合） は図 ５に

示 すとおり， まず消防局 （241時

間 体制の ため，いつ連絡 されて

も直 ちに対応がで きる。）に通報

され，消防局より市の本部 （讐

成本部又 は災害対策本部）へ連

絡。 市の本部は直 ちにそ れぞ れ

の関係機関及び隣接の関係自治

表２　土石流予警報装雌の発報状況 (単位　時分)

－ １１ -



へ辿絡 する とともに。 住民 へ防 災行政無線 を

辿じ 数川にわたり注意 を呼 びかけ た。2･Ｈ] ヵ･

ら281｣ ま で の 雨:i;:は， 多い 所で200 ミリ を越

えた。特 に281] の 午 前２時 から ８時 までの １

時間 当たりの 雨量は多い所で50 ミ リを越えて

い だコ 足って衣 ２に兒ら れるよ うに各所の１

石流予 驚縦装 置が 発報Ｌ，注意 報が午前2114

頃 から ４時頃 までに。 驚Ⅲが'lift 4 時 頃 から

８時頃 にかけて発 掘した。

市としては，気 象状況 を遂次防災行政無芻

で放送すると共に土石流予警報装概の発報に

ついて も各関係住民 へ川知し， 併せて避弸所

をIJ11設 し た。

住民 はそれぞれ驚戒 体制をとると共に必 要

に応じ避弸所へ巡難して来た。 幸いにしてこ

の時 は 人きな被害 もなかったが， やはり7.

23 水害 で大 きな被害を蒙った地域 ほど防 災に

対する 認識が鳥い。

５　 システ ムの効果 及び 運用上の課題

長|lj4111は 挺|114人 水 寓の,11!憶 が まだ まだ生 々

lj訝115μ１１Ｊ.Mel=|=j114=の鴫 滝 地lぺに お け る 捜 索 活 動

一12 一一

ｒ ″

しいので， 住民 の災害に対する行動 も敏感で

あるが，一方。「こ れぐ らい の雨では……｡ 」

という自己 判断 による油断的 な而も‥ 部に は

あ る。 従って予 警報装置が的 確に作動し， 住

民 の行動が間違いで なかったとい う小でなけ

れば， 狼少年的 傾向 になりかねない。

「自分達 の街， 自分の命は， 自分が守る。」

という意識 の件蒙 とふだんの防災訓練 を多 く

重ねるこ とが大 切である。

６　 今後の改善点 と問題点

川　 土石流予驚報装Ili゙llの 驚戒 及び避州の劭 杵

の纂j9･値 の 設定について

驚報装置の頭脳である基準雨 虻の設定 に

ついては，建設竹 において， 全国 を数地 域

に分け，装置 とデ ータの検 証を59 年 度よ り

始められている。この結果 に基づ き，学 識

経験軒からなる委li 会 で検討が始 められた

ため，近い将 来， 令国的な 基準 仙の設定 法

が定められるもの と思 われる｡ 長 崎県で は，

これらのデー タ分析法，設定方式 を参考に



しながら，より粘度の高い現地に即した堪　 （3） 集中管理方式

準値を求めて行く計画である。　　　　　　　　　 避難の勧告は，市長が命ずることとなる

（2J　地域住民への周知方法　　　　　　　　　　　　ので，装置の発報状況等が市でill（ちに確認

Ｎ式，Ｔ式とも一長一短があり，でき得　　　できるような集中管理システムの改善が必

れば両型式を併用した機種が格安で設置で　　　 要。

きればと考える。 また，設置している隣接　　剛　 財政上の問題点

地域にも同時に知らせる装置のシステム改　　　　 土石流予警報装置は多額の経賞が必要と

善を望む。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 なるので|刈の財政的援助が必要と考える ，

-

13 －

地域防災データ総覧
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策上の教訓・課屈等を示した。
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